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第Ⅰ部 本研究の概要と調査結果 

第 1 章 研究の概要 

第 1 節 研究の目的 

 特別な支援ニーズを持った学生が，大学でより適応的に学生生活を過ごすために必要な

合理的配慮を明らかにすることは，必ずしも簡単なものではない。そこで本研究では，多様

な困難を抱える学生の様々な課題解決を目指し，適応をもたらす条件や要因を探索的に検

討するため，異年齢群間の横断的な比較を目指したい。特に，移行期を念頭におき，高校 3

年生および大学生 1～4 年生を対象とし，環境的変数，器質・気質的変数，個人差変数，適

応変数に関して比較検討を行う。なお本研究は自記式の質問紙調査を用いて実施するため，

あくまでも当該個人の主観的な認知によって諸変数が測定されていることには留意された

い。 

 また本稿の範囲では，諸変数の記述統計量に注目した。とりわけ，発達段階別――本研究

では高校 3 年生，大学生 1～4 年生の５つの各学年別――に諸変数の記述統計量を検討す

る。また本報告においては，測定した諸変数全てをとりあげるのではなく，代表的な変数を

厳選し，記述統計量によって各変数や各段階の特徴を描き出すことに注力する。 

 

第 2 節 調査の方法 

1. 調査手続きおよび実施期間 

 本調査は質問紙による自記式調査であった。後述する高校生に対しては，原則としてクラ

ス単位の集合法で 2014 年 1 月に実施した。一方，大学生に対しては郵送法で 2014 年 2 月

に実施した。 

2. 調査対象者 

 本研究における調査の対象としたのは，関西地方の私立大学に関連のある高等学校の 3 年

生生徒 632 名，並びに同大学の 1～4 年生の学生 5384 名であった。調査の対象となった総

計 6016 名（高校生：632 名，大学生：5384 名）のうち、最終的には 1874 名（高校生：505

名，大学生：1369 名）から質問票が回収された。調査票未達分なども勘案した回収率は

31.80％となった。 

 

第 3 節 調査の内容 

1. 調査票の構成と分析 

 調査票は，1)環境的変数群，2)器質的・気質的変数群，3)個人差変数群，4)適応変数群，

の 4 部，15 の質問で構成されていた。本研究では様々な変数を測定したが，本稿では各部

を代表する変数に絞り，各学年と変数とのクロス集計による記述統計についてのみ報告す

る（特別な検討は加えないが，参考までに性別と変数とのクロス集計も示す）。第 2 章で取

り扱う諸変数のクロス集計表については第 II 部に全てまとめて示す。必要に応じて，適宜

参照して欲しい。 
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第 2章 調査の結果および考察 

第 1節 環境的変数 

1. 基本属性（裏表紙・図表 2-1-1参照） 

 本研究では，基本属性として年齢，学年，性別をとりあげている。まず年齢に関して，平

均年齢は 19.70 歳（標準偏差 1.59），17 歳～27 歳の範囲であった。学年は高校 3 年生～大

学 4年生までの各学年に分布していた。調査対象となった大学では，留年という制度が無い

大学であるため，大学に 5 年以上在籍したとしても，全て 4 年生として扱われる点には留

意されたい。 

男性 919名，女性 954名の男女比は，若干女性が多いがほぼ 50%ずつとなった。調査対象

となった大学の 2013年度在籍者数によると，女性が約 48%，男性が約 52%であった。このた

め回答者はわずかに女性が多いが，その差は微々たるものである。したがって，男女比の点

からは，当該大学における代表性がある程度確保できていると考えられよう。 

 

第 2節 器質的・気質的変数 

1. 修学の困難さ 

(1) 発達障がいチェックリスト 

1) 発達障がいチェックリストとは 

 本研究で利用した発達障がいに関わるチェックリストは全 38項目で構成されており，佐

藤・小塩（2007）において試案として作成されたものである。代表的な 3 つの発達障がい

（学習障害：LD，注意欠陥・多動性障害: ADHD，高機能自閉症: HFA）のそれぞれとの対応

が予測される項目群が用意されている。その後，原田（2009）において，項目の精選も提案

されているが，本研究ではオリジナル項目の全 38項目を利用した。 

 本チェックリストは生徒・学生当人に回答を求め，当人の困り具合の評価を求めるセルフ

チェックリストであった。ただし本研究においてはこのチェックリストの回答方式（評価方

法）の一部改変を行った。チェックリストに示されている事項を，まず自覚しているかいな

いか（そうしたことがあるか無いか）について 2件法（0.無い，1.有る）で回答を求めた。

その後，有と回答した場合にのみ，困り感の程度の回答を双極の 4件法（1.困っていない，

2.どちらかといえば困っていない，3.どちらかといえば困っている，4.困っている）で回答

を求めた。具体例を図表 2-2-1に示す。 

2) 項目単位の基礎統計量（図表 2-2-2a,b, 図表 2-2-3a,b, 図表 2-2-4a,b参照） 

 本尺度の各項目は，前述のとおり①LD ②ADHD ③HFAのいずれかの特性を測定すると推

測されている。本節では，その 3つの特性をそれぞれ測定する項目の代表例を取り上げて結

果を報告したい。 

 第一に，LDを測定すると推測される項目，問 6(3)「文字を読むことが苦手だ」では，全

体の 2 割が「1. 有る」と回答しており，この傾向はどの学年でもほぼ同じ程度であった。

困り度については，困っている寄りの回答は 5～6割程度であり，学年単位に見ると，大学 
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図表 2-2-1 発達障がいチェックリストの回答例 

 

 

4年生でやや低下していたが，さほど大きな変化ではなかった。ただし，「1.困っていない」

という極値の反応に着目すると，高校 3年生で 19.8%であったものが，大学 1年生では 11.4%

に減少する。その後，大学 2～4 年生では 20%程度にまで回復する。困る程度はそれほどで

はなく，人数もそれほど多い訳では無いかもしれないが，大学 1年生が若干の問題を抱えて

いる様子が見えてくる。大学における初年時教育において注意を要することかもしれない。 

さてこの項目，問 6 (3)は，発達的に大きな変化は見られなかった。本チェックリストの

項目毎の選択肢に対する回答頻度など，過去の基礎データは必ずしも十分ではないので，直

接的な比較は困難である。ただ，回答者全体の約 2割にも上るほど多くの人が学習障害の一

種である読字障害（ディスレキシア）であるとは考えにくい。このため，実際の支援を考え

る際には困っている内容を精査する必要があるだろう。ただ困った経験のある人約 2 割の

うち，半数以上の人がどちらかというと困っていることは注目に値する。その困る内容を検

討し，必要に応じた適切な支援に結実させる必要性があるだろう。 

 第二に，ADHDおよび HFAを測定すると推測される項目，問 6(22)「学業､クラブ・サーク

ル､アルバイトなどから何を優先すべきかを判断することが難しい」では，全体の 2割弱が

「1. 有る」を選択していた。学年ごとの検討においては，高校 3年生から大学 3年生にか

けて，変化は見られなかった。しかし大学 4年生で困った経験のある人はわずかに減少して

いた（4.4 ポイントの減）。また，困り度については，困っている寄りの回答が 5 割強を占

めていた。学年ごとに大きな変化は見られなかったが，高校 3年生や大学 1年生では，「4.

困っている」と極値の報告する人が約 1/4にも上っていた。大学 2～4年生で「困っている」

問6

その後、「有る」場合は「1. 困っていない」～「4. 困っている」のうち、
あなたにあてはまる数字 1つを選んで○をつけてください。

(1)～(55)まで、○は「有無」、「困っていますか」のそれぞれに１つずつ

無
い

有
る

困

っ
て
い
な
い

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

困

っ
て
い
な
い

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

困

っ
て
い
る

困

っ
て
い
る

( 1) 授業になんとなく集中できない時がある ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0 1 → 1 2 3 4

( 2) 手書きで文字を書くのがとても遅い、
　　または文字を上手に書くことができない ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0 1 → 1 2 3 4

( 3) 文字を読むことが苦手だ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0 1 → 1 2 3 4

( 4) 本を読むのに時間がかかる ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0 1 → 1 2 3 4

( 5) 計算が苦手だ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0 1 → 1 2 3 4

「0.無い」「1.有る」のいずれかを選択してください。
以下の文それぞれについて、あなたは経験したり、感じたことがありますか？

その事であなたは
困っていますか？

有無
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人は 20%以下であり，漸減する傾向にあった。おそらくは何を優先すべきかを判断が学年を

経るにつれ，理解できるようになった，と思われる。特に 4 年生では履修する授業数の減

少，部活やサークルの引退，就職を控えアルバイトからの退職など，両立させることにそも

そも困難を感じない環境が整ったとも考えられよう。 

 第三に，HFAを測定すると推測される項目，問 6 (14)「ざわざわした教室にいるのは耐え

られない」では，全体の 3割強が「1. 有る」を選択していた。学年ごとに検討してみると，

高校 3 年生では困った経験のある人は 2 割程度であるのに対し，大学生は 4 学年を通し 4

割程度に増加していた。困り度についても，各学年を通して約 6割もの人が困っている寄り

の回答を選択していた。そもそも高校での授業は基本的に少人数制であるが，大学では数百

人を収容する大教室での授業が多い。本調査に自主的に回答し返送する学生にとっては，そ

うした教室の騒がしさには耐えられないと判断することも十分あり得るだろう。したがっ

て成熟にともなう発達的な変化というよりは，大学という環境的な変化がもたらした影響

と考えた方が妥当かもしれない。つまり，この結果から高機能自閉症的症状が，発達的に増

加する傾向にある，とは必ずしも言えない。この項目に反応する人の中でより問題を抱えて

いる人を同定していくことが有効な支援を行うためには必要なことである。 

発達障がいチェックリストに関しては，上述の結果となった。項目を個々に見ていくと，

各学年特有の環境の影響を受けている可能性も想定され，発達的諸相あるいは発達障がい

の現れのみでこの変化を説明できるとは考えにくい。したがって，これらの項目は単項目だ

けで判断すると返って問題が生じる可能性もあろう。今後はこのデータの再解析を行い，尺

度化して検討していく必要があるだろう。 

 

第 3節 個人差変数 

1. 心理的変数 

(1) レジリエンス 

1) 首尾一貫感覚 

① 首尾一貫感覚とは 

 不適応状態から回復する能力や過程を意味する「レジリエンス」は様々に定義され，

様々に測定されている。ここでは「レジリエンス」の一側面を担うであろう「首尾一貫感覚」

に着目したい。首尾一貫感覚（Sence of Coherence: SOC）とは「その人に浸透した，動的

ではあるが持続する確信の程度を表す全人的な方向性」と定義される(Antonovsky, 1987)。

換言すると，自分の生活世界が首尾一貫している，筋道が通っている，訳が分かる，腑に落

ちるという知覚・感覚を指す。 

 首尾一貫感覚は，1)把握可能感(自分の内外で生じる環境刺激は秩序づけられており，予

測と説明が可能であるという確信），2)処理可能感（環境刺激がもたらす要求に対応するた

めの資源はいつでも得られるという確信），3)有意味感（そうした要求は挑戦であり、心身

を投入し関わるに値するという確信）という 3つの下位概念で構成される（戸ヶ里, 2008a)。
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やや乱暴になるが，世の中や人生は 1)予測・理解できる，2)困っても何とか対処できる，

3)意味があって価値がある，と考えられる感覚と言える。こうした確信が，環境と個人の相

互作用からなる生活世界で具体的行動をもたらす。そして，これら 3つの確信（志向性）に

基づき，個人が置かれた生活環境の中で積極的に行動することで健康保持機能，ストレス対

処機能が発揮されると考えられている（戸ヶ里, 2008a)。 

 本調査ではこの 3 つの下位概念を各 1 項目で測定する東大健康社会学版 SOC3 スケール

(SOC3-UTHS ; 戸ヶ里, 2008b)を使用した。評定は双極の 7件法（1.全くあてはまらない，

2.ほとんどあてはまらない，3.あまりあてはまらない，4.どちらともいえない，5.少しあて

はまる，6.だいたいあてはまる，7.非常にあてはまる）である。3項目の総和を首尾一貫感

覚得点とするが，ここでは 3つの下位概念――1)把握可能感（問 13(27)），2)処理可能感（問

13(25)），3)有意味感（問 13(26)）――について，一つずつ検討する。 

② 項目単位の基礎統計量（図表 2-3-1a,b,c参照） 

 問 13 (25) 「私は、日常生じる困難や問題の解決策を見つけることができる」および問

13 (27) 「私は、日常生じる困難や問題を理解したり予測したりできる」の項目に対し，あ

てはまる寄りの回答を選択した人は全体の 5 割程度であった。一方，問 13(26)「私は、人

生で生じる困難や問題のいくつかは、向き合い、取り組む価値があると思う」の項目に対し

ては，あてはまる寄りの回答は全体の 8割弱にものぼっていた。生きていく上で出会う困難

や問題を理解も対処もできる，という人が約半数存在する一方で，大多数の人がそれらの困

難や問題に意味を見いだしていると言える。つまりは，人生を意味があって価値のあるもの

だと捉えており，多くの生徒・学生に十分な首尾一貫感覚が備わっていると言えそうだ。 

 学年別で見た場合も，項目によってその割合は若干異なるものの，概ね各項目とも，学年

が上がるにつれて首尾一貫感覚が高くなっている傾向を示していた。高校３年以降の大学

内外におけるさまざまな人生経験――それは学業，課外活動，その他様々な活動を含み得る

だろう――が，自分の生活している世界の肯定に導いているのかもしれない。 

一方で，この箇所のみならず本研究全体にわたって注意しなければならないことである

が，今回の対象者であるからこそ，このようなポジティブな回答パターンになった可能性も

排除することはできない。したがって，本研究結果と過去のデータとの比較検証が当然なが

ら必要となる。この点はまた改めて検討することとしたい。 

 

第 4節 適応変数 

1. 心理的変数 

(1) 一次的適応感 

1) 学業適応感 

① 学業適応感とは 

 高校・大学など学校への適応において，学業的側面は最も重要な意味を持つと言われる。

実際，学生が自分自身を自己評価する際，学業は大きく関わっていることが指摘されている
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（溝上, 2001）。それは，大学が教育機関であり学生の本分が学業である，というある種の

正論に基づくものかもしれない。しかしもちろんそれだけには留まらない。個々の学生は，

高校で経験したであろうある種受け身的な学習スタイルから，大学では主体的な学習スタ

イルへの変化を強いられる。この時，適応的な学生ほど，大学で求められやすい自律的で認

知的な学習方略を持って学業に従事することが指摘されている（たとえば，佐伯・平田・成

田, 2013）。つまり，学業そのものを重荷と感じることなく，学業に対して興味や関心をも

って主体的に取り組めるかどうかということが，適応にとって重要となる。 

そこで本研究では，「勉強・学問のことで負担が大きいと感じる」という包括的な 1項目

を自作し学業適応感を測定する。「負担が大きい」という表現を用いることで，ネガティブ

な方向から測定した。このため，正確には学業不適応感を測定することとなる。したがって

ポジティブな方向からの測定――たとえば，内発的に動機づけられて，積極的に勉学に取り

組もうという姿勢――などは測定されていない。 

なお評価方法は，前述の「発達障がいチェックリスト」と同様の 2段階の質問形式で測定

した。つまり問 6(41)「勉強・学問のことで負担が大きいと感じる」という事をまず自覚し

ているかいないかの回答を 2件法（0.無い，1.有る）で求めた。その後，有と答えた場合の

み，困り感の程度の回答を双極の 4件法（1.困っていない，2.どちらかといえば困っていな

い，3.どちらかといえば困っている，4.困っている）で回答を求めた（具体例は前述の発達

障がいチェックリストと同じ図表 2-2-1に示す）。 

② 項目の基礎統計量（図表 2-4-1a,b参照） 

 全学年において，「1. 有る」と答えた人は 3割を示していた。困り度を見てみると，「3. 

どちらかといえば困っている」と答えた人がもっとも多く，選択率は 38.9％であり，困っ

ている寄りの反応は約 6割に上った。 

 学年別に見てみると，高校 3年生で「1. 有る」と答えた人は約 3割であるが，大学 1年

生では約 4割が負担に感じていた。その後，徐々に負担と感じる率は減少しており，大学 4

年生では 2 割を下回ることとなっている。本調査の対象者の問題も無視することはできな

いが，高校 3年生ではなく，大学 1年生が最も学業を負担と感じている結果は興味深い。ま

た，困る側に反応した割合は，高校 3年生と大学 1年生はともにほぼ 6割であるが，大学 4

年生では 4割 5分程度に低下している。 

大学は高校とは異なり，自らすすんで学問に取り組む姿勢が前提となっている。その勉学

スタイルの差の戸惑いからか大学入学時には学業不適応感をもつ人が増えるが，徐々に慣

れていき不適応感も低減していくのであろう。このような初年時の学業不適応感をどのよ

うに解消するのかという点は，大学教育における１つの課題と言えるかもしれない。 
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第 3章 まとめにかえて―研究の総括― 

 

 近年，発達障がいをもつ学生だけでなく，様々な適応上の課題を抱えた学生が増加しつつ

あることが，日本学生支援機構による調査報告などから明らかになってきている。こうした

特別な支援を必要とする学生を支援するためにも，大学をはじめとする高等教育における

支援体制の充実がますます重要なものとなっている。しかしながら，そうした問題への対応

は，取得単位の不足や留年等の問題が明らかになってから始められるなど，後手に回る事が

多く，予防的な対策については未だ十分なものが確立されていない。また，発達障がいなど

入学時点の段階で大学側がその存在を把握していた場合でも，どのような支援が有効なの

か，まだ不明な部分も多く，支援を行う側も手探りの状態で行っているのが現状である。 

 本研究はこうした特別な支援を必要とする学生に対する支援を考える上で，特に予防的

視点や発達的視点に関する有効な知見をもたらすものと期待される。一方，今回の研究は横

断的研究に留まっており，時間的経過に関するデータを収集したものではないため，学年差

について直接的比較をすることはできないところが限界点として指摘されよう。この点に

ついては，今回対象となった生徒・学生を対象に今後継続的に経過的変化を調査することに

よって，縦断的研究として昇華させることが期待される。 

 なお，本研究を実施するにあたり，日本学生支援機構や関西学院に属する部署部門から多

くの支援・協力を受けた。記して感謝したい。そして最後に，本研究の調査に協力してくれ

た多くの生徒・学生に心よりお礼を述べる。彼らの協力に報いるためにも，本研究の成果が

様々な形で還元されることを祈念している。 

研究代表者：米山直樹 
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